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自然災害と日中韓三国の協力体制の必要性

鄭 相喜＊

〈講演要旨〉

皆様、こんにちは。私は韓国釜山にある東亜

大学の東アジア研究院長兼東北亜国際専門大学

院長鄭相喜（ジョン サンヒ）と申します。本

日、ここにいるのをほんとうに嬉しく思ってお

ります。

去る１年間、われわれは日本、中国、そして

韓国で東アジア地域研究について、共同の関心

を持ち、学術交流フォーラムを開催することで

協定を結んだ以降、その実として「第１回東ア

ジア学術交流フォーラム」が誕生するこの場に

おいて一番目の基調講演をお預かりいただきま

してまこと、光栄に思います反面、大変緊張し

ております。まず、本日の成功的な学術フォー

ラムのため、献身的な努力と情熱を尽くしてき

た日本側と中国側の担当者方々のご苦労とご関

心に深く感謝の意を申し上げます。

私は本日の基調講演で、最近、日中韓三国に

発生した自然災害と、それによる東アジア地域

経済に及ぼす影響を踏まえた上で、自然災害を

克服するための三国間協力機構の設立構想につ

いて、申し上げたいと思います。

去る２０１１年３月１１日に起きた東日本大震災と

２００８年５月１２日の中国四川省地震、そして本年

夏の韓国の集中豪雨による山崩れ等、最近数

年、東アジアでは大きな自然災害が多発しまし

た。韓国消防庁によると、２００４年から２０１０年ま

で韓国で発生した自然災害は合計９９回だそうで

す。自然災害が最多に起きた年は２０１０年で、最

大の被害があった年は２００６年で人命被害は６３名

で、資産被害額は１兆９，６２９億ウォンだそうで

す。特に、本年夏、首都圏に降った豪雨による

人命被害の規模は１９７０年代より２．５倍を超える

ものだそうです。

２００８年に中国四川省で起きた８．０規模の強震

で死亡者数が約７万人、重症者数が３７万人そし

て行方不明者数が１万８千人にのぼる大きな自

然災害がありました。２０１０年には青海省玉�壯

族自治区で起きた７．１規模の地震で約２千人以

上の命がなくなりました。また、甘肅省甘南チ

ベット族自治州内の舟曲県では、山崩れで約２

千名の死傷者が出ました。中国 CCTVによる

と、２０１０年上半期で発生した自然災害数は１万

９千５２２件で昨年同期間より９．３倍も増加したそ

うです。２０１０年発生した自然災害で５，３００億人

民元の経済的損害が発生したことは、四川省地

震の２００８年に匹敵する水準だと報じました。

日本は、本年の自然災害によって大きな苦痛

に強いられています。３月の東日本大震災は地

震だけではなく、津波や原発事故など三重の災

害でした。大地震以降、５．０規模以上の余震が

５６０回もありました。他方、火山活動による火

山灰が噴出することもありました。日本警察庁
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によると、東日本大震災では１万６千人の死亡

者が発生したとのことでした。また、本年夏に

は大型の台風が日本を通過しながら地震の痛み

が治まる前にまた他の傷を負いました。１９８０年

から２００５年まで日本で發生した自然災害を見る

と、地震、津波、火山等の地質災害は、全体の

３４％しかならないが、経済的損失額は、地質災

害が自然災害の損失総額の７０％を占めるほど、

自然災害のなかで地質災害が最大の被害を与え

ていると言えます。

３月の東日本大震災以降、幸いに、中国と韓

国に対日本の交易に大きな影響がなかったとし

ても、農水産業界には大きな変化がありまし

た。岩手県、宮城県、福島県の水産業は東日本

大震災の被害で壊滅状態に至りました。福島原

発事故で放射性物質が検出されると、日本政府

は出荷禁止の措置をとり、韓国と中国等主要国

は日本産食品全般に対して輸入禁止をとった

り、検疫を強化したりしました。このように東

日本大震災以降、韓国と中国は日本産食品から

国産製品または他の国の製品に代替する傾向に

あります。

一方、IT業界全般では、最近のタイの大洪

水の余波に対する危惧の声が大きくなっていま

す。部品生産はもちろん一部の完製品の生産基

地が人件費の安いタイのバンコクに多く集まっ

ているからです。PCやデジタルカメラ等の関

連業界の予測によると、タイの大洪水の悪影響

は東日本大震災より大きいかもしれないという

ことでした。雪上加霜で今回の洪水による社会

インフラ網の被害があまりも大きく、復旧にか

かる期限が長くなりそうという予想のためで

す。

最近、２０１１年１０月１０日に韓国昌原（Chang-

won）市で「UN砂漠化防止総会」が開かれま

した。アジアでは初めて開かれる総会でしたの

で、アジア地域の砂漠問題を本格的に提起する

きっかけになりました。実際にアジアの砂漠率

は３７％でアフリカ大陸より高いと確認されてい

ます。韓国の場合も中国・モンゴル地域の砂漠

化による黄砂のため、毎年７兆ウォン程度の被

害を受けています。これには日本も例外ではあ

りません。

韓国の政府と企業は毎年経験する黄砂の被害

を減らすため、中国とモンゴルの砂漠化地域に

植木行事を通じて造林地を造成しています。中

国とモンゴルの砂漠化が韓国に直接影響を及ぼ

したように、北朝鮮の砂漠化進行が早まるほど

国境を面している中国も直接影響を受けるで

しょう。北朝鮮の砂漠化が数年の内に大きな課

題としてクローズアップされることを念頭に置

かなければなりません。このように自然災害

は、単に一国の問題ではありません。

「越境性環境影響評価」というものがありま

す。この制度は、一つの国の計画や事業のよっ

て周辺国に深刻な環境的な影響が予想される場

合、関係国の間に協約を通じてそれに対する環

境的影響を事前に検討・分析・評価して否定的

な環境影響を除去したり、減少させる方法を模

索したりする制度です。この制度のように隣接

した国同士が自然災害による被害状況や影響を

分析することができる具体的な方策を用意しな

ければならないと思います。そのために、これ

からは日中韓３ヶ国の包括的なパートナーシッ

プが必要です。国家間有機的に協力しあってそ

の効果を極大化する統合的なパートナーシップ

が要求されています。各国の実質的な協力を通

じて、互いの支援を強化し、人的資源と組織力

量に対する総合的な接近するなど、日中韓３ヶ

国の自然災害に対する情報や知識の共有を通じ

て体系的で効率的に運用できるインフラを構築

しなければなりません。
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このような国家間の協力の必要性を反映した

ように、日中韓をはじめ、アジア諸国からも協

力の声が高まっています。去る９月釜山市で開

かれた国際シンポジウムで朝鮮半島研究の権威

者である前慶応大学小此木正夫教授は、「日中

韓三国関係の現住所－東アジア共同体への道

－」という基調演説で、東アジア共同体の発展

のための『アジアキャンパス』の創立を提案し

ました。小此木教授は、「日中韓三国はこれか

ら市場統合と金融秩序の安定、通信・情報イン

フラの整備、環境分野技術協力等、多様なプロ

ジェクトを通じて相互発展を模索することと、

このためには専門分野の人材育成のための努力

が何よりも切実である」と強調しました。

昨年、済州道で開催された日中韓三国頂上会

談で政治、経済、文化及び人的交流をもっと高

めるための『三国協力ビジョン２０２０』が採択さ

れました。これは、同伴者的協力関係の制度化

の強化と共同繁栄に向けた持続可能な経済協

力、持続可能な開発及び環境保護協力、人的・

文化的交流の拡大を通じて和合と友誼増進等の

内容を柱としています。また、三国協力の効果

的支援のため「三国協力常設事務局」を設置す

ることとし、これによって去る９月に日中韓三

国協力事務局がソウルで開所しました。日中韓

三国協力事務局の公式的な出発は１９９９年

ASEAN＋３頂上会談以来、発展してきた三国

の協力関係を制度化していく次元として大きな

意味を持っていると思っております。この事務

局の開所は、三国の関係をもっと緊密にさせる

とともに、日中韓三国の自然災害の予防と災害

復旧支援等においても政府・非政府活動を活発

させると期待されます。

朝日新聞によると、災害が頻発するアジア・

太平洋地域は大規模自然災害に共同に対処する

ための国際機構を発足すると報じました。この

国際災害機構には、韓国と日本をはじめ、イン

ドネシア、フィリピン、スリランカ、台湾等六

国が参加し、来年１０月スタートする予定とのこ

とでした。仮称「アジア・太平洋災害支援プラッ

トホーム」は、日本が提案し、中国とマレーシ

ア、シンガポールも積極に参加を検討中である

と報じました。この機構に参加する国は資金を

共同で確保し、支援プログラムの策定と共同訓

練をするとともに、災害と関連した情報を共有

するとしています。また、災害発生時に即時的

な協力と災害国に対する支援を行うとしていま

す。この機構は民間機構（NGO）と企業、政

府が共に参加し、一般人からの寄付金も受け入

れて運営されるとのことでした。

このように自然災害、気候変化等環境による

被害の国が増加するにつれて、これを解決し予

防しようとする直接的な行動があらわれていま

す。どの国も自然災害から自由になれないた

め、「三国協力事務局」、「アジア・太平洋災害

支援プラットホーム」などアジア諸国の協力を

具体化する機構が誕生した以上、持続的な情報

共有と自然災害関連専門家を養成し、自然災害

の被害を最小化するとともに、被害に対する情

報共有と支援が即刻に行うようにしなければな

りません。

去る１０月１９日に鳩山由紀夫元日本総理は、日

中韓国際学術会議で「東アジア共同体構想」は

歴史の必然と主張しました。元総理は「アジア・

太平洋地域に恒久的で普遍的な経済社会協力及

び集団的安全保障制度が確立されることを念願

し、この構想の目的は開放的で透明性の高い地

域協力を推進すること」と述べました。また、

元総理は、「この構想は友愛の精神を通じて相

手との相違を認め、平和に繁栄する東アジアを

指向するもので、すでに日中韓の間の『地理の

壁』『正体性の壁』が崩れつつあり、東アジア
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共同体構想が実際に動き出した」と述べまし

た。

中国外交部長を務めた唐家�元国務委員も同

日の基調発言で「日中韓三国は確たる利益共同

体になったとしても過言ではない。まだ、歴史

問題と現実的な利益問題、国民情�の対立等多

くの問題が存在するが当事国は大きな絵を描

き、相互信頼と包括的利益、相互発展の道に歩

かなければならない」と述べました。唐家�氏

は、「歴史という大河の中から中華文化は、韓

国や日本の文化と影響を相互受けながら融合さ

れ、燦爛な東洋文化の花を一緒に咲かせてきた

し、平和で安定的な東北亜建設は三国の共通の

選択であり、課題として心をひとつにして協力

すれば新東北亜時代が遠くない未来に再到来す

る。」と強調しました。

ここで、私は日本の著名な仏教詩人の 村真

民氏の「二度とない人生だから」という詩の一

句を紹介いたします。「二度とない人生だから、

つゆくさのつゆにも、めぐりあいのふしぎを思

い、足をとどめてみつめてゆこう」がそれです。

東北アジアは、過去数世紀の間葛藤と緊張、戦

争の歴史を重ねてきた地域であります。このよ

うな関係は最近までも続いています。しかし、

地理的な歴史的な東北アジア三国は「因縁の

絆」で結ばれています。この因縁の絆を、われ

われは「拘束の絆」ではなく、「三国の平和と

共生への道に導く絆」として、今後持続的に維

持しながら発展していくことを心から祈願いた

します。

ご静聴、ありがとうございました。来年、第

２回東アジア学術交流フォーラムでも優れた主

題と熱い討論で、釜山の東亜大学で再びお目に

かかることを希望し、会場皆様のご幸運とご健

康を祈願しながら基調講演を終わらせていただ

きます。

カンサハムニダ。
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